
（テーマ）

日本の財政・金融事情（国債）は
どうなって「いる・いく」のか？

～隠れ増税を含め国民負担率の

上昇は避けられない～

あなたはどうしますか？

MYZ（AYSA会員）

※資料はすべて財務省・日本銀行のHPより出典

令和５年８月24日（木）
AYSA西部部会セミナー資料



資料1.国の財政規模（一般会計 「歳出と歳入」）



資料2.平成２年度と令和５年度のおける一般会計
（歳入・歳出）比較



資料3.戦後における我が国の財政の変遷
（均衡から不均衡へ）



資料4.戦前からの債務残高対GDP比の推移



資料5.債務残高の国際比較



資料6．公債発行額、公債依存度の推移



資料7.各分野の課題ー（１）



資料8.各分野の課題ー（２）



資料9.特別会計の種類



資料10.一般会計と特別会計



資料11.国債整理基金特別会計



資料12.外国為替資金特別会計



資料13.外貨準備高と為替介入額推移



資料14.OESD諸国における社会保支出と国民負担率の関係



資料15.国民負担率の国際比較



資料16.国民負担率の国際比較



資料17.内閣府の「中長期経済に関する試算」
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資料18.部門別の金融資産・負債残高



これから予想される国民負担（隠れ増税を含む）

１．岸田総理（増税政権と揶揄）

「サラリーマン増税はしない」と、しかし国民は信用していない（支持率が下がっている）

２．経済財政運営と改革の基本方針2023（閣議決定から読みとれるこれからの国民負担増）

「新しい資本主義の加速」（労働市場改革、少子化・こども対策、投資の拡大と経済社会改革）

１）サラリーマン給与控除の引下げ（公的年金控除の引下げ）

２）通勤手当、社宅供与に対する課税

３）退職金控除の見直し

４）失業手当、給付型奨学金、生活保護給付金等の課税拡大

５）扶養控除、配偶者控除の圧縮

６）森林環境税

３．ガソリン価格のトリガー条項の凍結解除の黙認

４．電気、ガス、ガソリンの業者への補助金縮小（受益者の負担増）

５．防衛費予算（５年間で４３兆円）の拡大（財政改革＋復興税の流用と延長＋増税プラン）

６．少子化対策（3.5兆円）の財源（社会保険料の引き上げと増税）



8.357

6.473

1.645

1.174

0.225
0.043 0.058 0.054 -0.066 -0.1 0.005 0.117

0.535 0.526

-1

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1980.1 1990.1 2000.1 2010.1 2015.1 2016.1 2017.1 2018.1 2019.1 2020.1 2021.1 2022.1 2023.1 2023.7

１０年物国債利回り推移（％）

バブル

アベノミクス

超金融緩和策の継続（出口戦略は？）

マイナス金利の導入（継続）

YCC導入





日本国債はこれからどうなる？



資料17.日本国債の格下げについて（みずほレポートから）



これからの金融政策（日本銀行）に存在する懸念
１．YCC（イールド・カーブ・コントロール）をどうするのか？

１）この政策を継続すると？（現在は、プラスマイナス0.5％→１％幅の範囲）

２）仮に外すと？

２．日本の超金融緩和策はこのまま続く？

１）マイナス金利の継続？

２）マイナス金利の解除？

３．日銀の日本国債大量買入れは？

１）継続？

２）少しずつ減額？

４．日本国債の格付けはどうなる？

１）仮に下がった場合どうなる？

２）現状維持

５．日銀が保有するETF（簿価３７兆円・時価５３兆円）をどうする？

１）少しずつ市場に放出か？

２）保有し続けるか？



315

265

330

451

529
548

581

710

612

657
695

713
735

856

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

東京証券取引所 上場銘柄時価総額推移（単位：兆円）

アベノミクス

超金融緩和策の継続（マイナス金利導入、YCC導入、内容修正）

英国
EU離脱 FRB ECB

金利引き上げ

私の過去3回セミナー開催

市場改革要請
から外人買い

コロ
ナ禍





最後に、「私ならこうするー１」

１．収入を増やすことを考えてみよう

（１）投資（投機ではない）➡持たざるリスク「日経記事（8月21日）機会損失2000兆円」

（背景）

１）東京証券取引所上場（PBR１倍割れ）に対す改善策の要請

→（24年3月期）増配、株式分割、自社株買い銘柄が続出

（例えば）

Y銀行 年間31円→43円へ「12円」の増配（100億円の自社株買い）

M銀行 年間32円→41円へ「9円」の増配

２）新NISA枠の創設→現行より利用しやすく（24年4月～）

３）円の現預金は安全資産といえるか？（超低金利の継続と物価上昇によるインフレ）

（２）今なぜ、私は銀行銘柄を選択するのか？

１）今まで業界へのアゲインスト風（マイナス金利）がフォロー（解除）に

２）自社株買いや引き続き「高配当」「自社株買い」の余力

３）銀行業界の動向把握が容易



最後に、「私ならこうするー２」

２．支出の内容を検討する

まず最初に、「任意保険」（年間、約50万円超）の適正を図る

（１）任意保険の補償内容

→自然災害の多発・大型化によるもの

１）火災・地震保険の補償内容の見直し

→後期高齢者として健康状態の把握と今後の補償内容を見直す

２）医療・生命保険の補償内容

→死亡保険の補償額

→高額療養費制度の見直しによる治療費補償内容（治療費のカバー範囲や入院保障）

→がん保険の必要性有無（特約の有無）

→介護保険の必要性有無（介護保険の自己負担増加に備える）

３）傷害保険はどうする

４）任意自動車保険（自家用車２台必要か？）



ご清聴
ありがとうございました

（2023.8.15 午後2時半頃に撮影）
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